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①
 

まちづくり交付金

②
 

地域住宅交付金

１０.都市再生に係る支援制度
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①まちづくり交付金（平成１６年度～）
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都市再生の推進

・「身の回り」の生活の質の向上

・「地域経済・社会」の活性化

三位一体の改革

・国庫補助負担金のあり方

の抜本的な見直し

都市再生本部

都市再生特別措置法

大都市における取組み

・都市再生プロジェクト

・都市再生緊急整備
地域

・都市再生ファンド

地方が決定すべきことは地方自

 らが決定する、地方自治本来の

 姿の実現を目指す。

国庫補助
負担金の
改革

税源配分
の見直し

地方交付税
の見直し

地方における取組み

・全国都市再生の推進

～稚内から石垣まで～

・全国都市再生モデル
調査

まちづくり交付金の創設の背景
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ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ

 
社会実験

駅前広場

 
人工地盤

歩道整備

道路

公園

公営住宅

土地区画
整理事業

空き店舗活用

市街地再開発事業

まちづくり交付金の概要

ポイント１

 

地方の自主性・裁量性の大幅な向上

ポイント２

 

手続きの簡素化による使い勝手の大幅な向上

ポイント３

 

目標・指標の明確化

○提案事業
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの社会

 実験等、市町村の

 提案に基づく事業

国費はどの事業にどのよ

 うに充当しても自由

都市再生整備計画

 全体を評価し、採択

道路

空き店舗
活用

公園

区画整理

駅前広場

再開発

社会実験

公営住宅

従来の補助事業

・個別事業毎に審査、採択
・事業毎に補助率は固定
・事業間の流用不可

幅広い交付対象

＋

交

 付

 額

×
概ね

４割
＝

○基幹事業

道路、公園、河川、

 下水道、土地区画

 整理事業、市街地

 再開発事業、公営

 住宅等整備等の公

 共事業

平成２１年度当初予算

 ２，３３２億円（国費）

 現在、全国748市町村

 1,276地区のまちづくりを支援中
（平成21年4月1日時点）

※

※平成２１年度からは、中心市街地の活性化、歴史まちづくり、低炭素型まちづくり等、国として特に推進すべき施策に関連した一定の要件
を満たす地区については、まちづくり交付金の交付率上限を現行４０％から４５％に拡充。



4

福
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道

路

公

園

下
水
道

公
営
住
宅

交
流
施
設

個別補助事業
ごとの対応

まちづくり交付金

各事業バラバラに
進捗管理

まちづくりの計画に
基づき一体的に推進

各事業毎に評価を実施
全体の事業効果は不明

目標、数値指標を設定し、
事後評価を実施・公表

補助要件に縛られ、
補助対象に隙間がある

提案事業を活用することで
まちづくりに必要な事業が

一体的に実施できる

国
交
省
所
管
補
助
事
業

他
省
庁
所
管
補
助
事
業

ま

ち

づ
く
り

に
関

す

る

事

業 提案事業の事例

○学校
・まちなかの統合小中学校の体育館、プール等の整備。

…府中地区（広島県府中市）

○福祉
・子育て支援センターの敷地整備。

…水戸中心市街地地区（茨城県水戸市）

○商業
・ＴＭＯの実施するイベント支援。
・チャレンジショップ等の空店舗活用支援。

…駅西地区（栃木県那須塩原市）他

○文化
・店舗等の一角を利用した街かど博物館への支援。

…小田原駅周辺地区（神奈川県小田原市）

補助要件を満たさない施設

ソフト事業
（社会実験、まちづくり活動等）

その他

補助要件を満たさない施設

従来の補助メニュー

従来の補助メニュー

隙
間

基

幹

事

業

提

案

事

業

（
全

 
体

 
の

 
２

 
割

 
程

 

度
）

まちづくり交付金の活用メリット
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個性あふれるまちづくりの推進

福 祉

・高齢者福祉施設の整備
・幼保一体施設の整備
・ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨの社会実験
・子育て支援NPOの活動支援

安全・安心

・防犯カメラの設置
・避難路確保のための除却
・老朽建築物の解体・除却
・建築物のバリアフリー化

文 化

・景観に係るﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ開催
・図書館、博物館等の整備
・未登録の文化財の整備
・まちづくりを担う人材育成

地域振興

・空き店舗の活用
・ｵｰﾌﾟﾝｶﾌｪの社会実験
・駅舎の新設、橋上化
・企業誘致のための敷地整備

環 境

・風力発電施設の整備
・コミュニティバスの運行
・ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞの社会実験

公共事業

・道路、公園

 
等

・土地区画整理

 
等

・公営住宅整備

 
等
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○まちづくり交付金は、地域の自主性・裁量性を活かした総合的・一体的なまちづくりを進めるための制度として全国

 
の都市再生に大きく貢献。

○中心市街地の活性化、歴史まちづくり、低炭素型まちづくり等の国として特に推進すべき施策の実現において、ま

 
ちづくり交付金のより一層の支援が期待されているところ。

【制度改正内容】
国として特に推進すべき施策に関連した都市再生を促進する観点から、まちづくり交付金において、以下のいずれかの計画

 
等に関連する地区であって一定の要件を満たす場合には、市町村が作成する都市再生整備計画に基づき実施する事業等に

 
対する国の支援割合の上限を４５％（現行４０％）とする。

 
①

 

都市再生緊急整備地域

 

②

 

中心市街地活性化基本計画
③

 

歴史的風致維持向上計画

 

④

 

環境・交通まちづくり（環境モデル都市、都市・地域総合交通戦略関連）

【制度改正内容】
国として特に推進すべき施策に関連した都市再生を促進する観点から、まちづくり交付金において、以下のいずれかの計画

 
等に関連する地区であって一定の要件を満たす場合には、市町村が作成する都市再生整備計画に基づき実施する事業等に

 
対する国の支援割合の上限を４５％（現行４０％）とする。
①

 

都市再生緊急整備地域

 

②

 

中心市街地活性化基本計画
③

 

歴史的風致維持向上計画

 

④

 

環境・交通まちづくり（環境モデル都市、都市・地域総合交通戦略関連）

都市拠点の形成
（都市再生緊急整備地域）

中心市街地活性化
（中心市街地活性化基本計画）

都市再生整備計画を中心市街地活性化基本計画等の区域内で

 
作成し、中心市街地活性化基本計画等の目標のために実施す

 
る事業への限定的、集中的な支援を実施

中心市街地活性化
基本計画区域等

都市再生整備
計画区域

歴史まちづくり
（歴史的風致維持向上計画）

駅前広場 歩道拡幅

公園

駐車場・駐輪場

まちづくり活動支援

地域交流ｾﾝﾀｰ

国の施策に関連した都市再生への支援を強化
（交付率上限を４５％に拡充）

低炭素型まちづくり
（環境・交通まちづくり）

２１年度拡充
 

国の施策に関連した都市再生への支援強化
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②地域住宅交付金（平成１７年度～）



【交付金の額】

交付金算定対象事業費の概ね45％を助成

地方公共団体が主体となり、公営住宅の建設や面的な居住環境整備など地域における住宅政

 策を自主性と創意工夫を活かしながら総合的かつ計画的に推進するための支援制度

【特徴】
○地方の自主性･裁量性の向上
公共団体が作成した計画に基づき弾力的に

 事業実施
公共団体独自の提案による従来補助対象外

 の事業も支援

○地方の使い勝手の向上
各事業への交付金の充当率を地方公共団体

 が自由に決定
事業間流用･年度間流用が自由

○事前審査から事後評価へ
地方公共団体が自ら設定した目標に対する

 事後評価

【交付対象事業】

○基幹事業
公営住宅・地域優良賃貸住宅の整備

 
等

○提案事業
公共団体独自の提案による地域の住宅政

 策に必要な事業等

(例)
・民間住宅の耐震改修･建替え
・公営住宅等と社会福祉施設等の一体的整備
・住宅相談･住情報提供

地域住宅交付金の概要

【平成２１年度予算額】

 
1,940億円

【計画策定主体数】1,392団体

（都道府県・市町村）
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公共賃貸住宅と社会福祉施

 設等の一体的な整備
イメージ：健軍団地（熊本県）

公営住宅等の整備と併せて、

 保育所やグループホーム、デイ

 サービスセンター、特別養護老

 人ホーム等の社会福祉施設等

 を整備。
直接整備

＜高齢者・福祉＞

地域住宅交付金を活用した施策例

 
①

民間住宅のバリアフリーリ

 フォーム助成 （仙台市他）

６５歳以上の高齢者で身体機能

 が低下していて日常生活を営む

 ことに支障があり、住宅の改造が

 必要な者が行う、居室、廊下、便

 所などの住宅改造に対し助成。

＜手すりの設置＞

間接補助

バリアフリー講習会の実

 施（福岡県大牟田市他）

建築技術者等を対象と

 し、身体状況に応じた適

 切な改修方法や地域の

 福祉関係者等との連携の

 取り方等の講習会を実施。

ソフト系施策

高齢者の安定居住のた

 めの住宅相談の実施
（佐賀県他）

ソフト系施策

バリアフリーモデル住宅に

 関する情報提供
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子育てに配慮した民間マンションの整備

 誘導（神戸市）

子育て支援のための施設運営・サービスを

 備えた良質なマンションを、「こうべ子育て応

 援マンション」として認定し、居住者を中心と

 する自主的な子育てサークルに対して、各種

 情報提供やボランティア派遣費用の助成等

 により支援。
間接補助

ソフト系施策

＜子育て支援＞

地域住宅交付金を活用した施策例

 
②

＜定住促進＞

古くからのまちなみ・にぎわいを活用した定

 住促進対策（岐阜県飛騨市）

○定住目的で市内の

 中古住宅を購入し、リ

 フォームする場合に助

 成。
間接補助

○空家の古民家を市

 が買取り又は貸借し、

 リフォームを行い、田

 舎暮らしのモデル住

 宅として整備を行う。

直接整備

○飛騨市の暮らしを

 幅広く理解してもらう

 ための田舎暮らし体

 験ツアー等の実施。

ソフト系施策
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●筋かいをタスキ掛けに

●筋かいを設ける

●構造用合板を貼る

●細い筋かいを太くする

民間木造住宅の耐震診断・改修

 （静岡県他）

地域の防災性の確保のため、昭和

 56年以前に建築された民間木造住宅

 等を対象として、耐震診断の実施や耐

 震補強工事に係る費用の一部を助成。

木造住宅の耐震改修工事のイメージ

間接補助

＜耐震化＞

地域住宅交付金を活用した施策例

 
③

＜木造住宅振興＞

地域材を活用した木造住宅の建設に対する助成

間接補助

定住者を対象にした地域材の使用に対する補助
（栃木県鹿沼市他）

リサイクルウッドの活用による公共住宅の整備

イメージ：松川団地（長野県） 直接整備
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民間住宅等における屋上緑化等の推進

（東京都墨田区他）

区内の民間建築物で、道路に面して緑のへ

 い（生垣や植樹帯）を設置した所有者や、屋

 上緑化した建物の所有者に補助を実施。

＜屋上緑化＞

間接補助

＜環境＞

地域住宅交付金を活用した施策例

 
④

＜災害対策＞

住宅再建に向けたモデル住宅建設（新潟県長岡市）

新潟県中越地震により大きな被害を受けた山古志

 をモデルに、早期住宅再建のため、雪に強く周辺景

 観に調和した低コストの木造住宅を提案し、ﾓﾃﾞﾙ住

 宅の建設事業等を実施。

直接整備ソフト系施策
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